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研究成果の概要（和文）：本研究は、火災と感染症という2種の脅威に人間がどう反応するか検討し、安全・健
康を守る行動がコミュニティ内で維持される過程を調べた。火災について、公開統計の時系列分析とWEB調査か
ら、消防団がコミュニティの火災被害減少に寄与しうること、また、消防団員の身近さが、非団員の防火行動を
促す可能性が示された。同時に、被害減少が消防団員減少につながることも示され、コミュニティによる火災対
策の維持しにくさも確認された。感染症に関するWEB調査は、政府の介入等が人々の感染対策行動を促す際に
「他者も同じ行動を取る」との期待に媒介されることを見出し、感染制御を「コーディネーション問題」の視点
で見る意義が示された。

研究成果の概要（英文）：Safety behaviors are difficult to sustain. People often forget the 
possibility of future disasters. We investigated responses to two types of threats, fire and 
infectious diseases, to understand how safety behaviors can be sustained in societies. Our web 
survey found initial evidence that members of volunteer fire corps, which is a part of a community's
 effort for fire control, promote non-members' daily safety behaviors. Analyses of archival data 
(fire statistics) also showed the possibility of fire volunteers' contribution to reducing fire 
damages. At the same time, it was shown that reduced fire damage related to the reduced number of 
volunteers some years later, suggesting difficulty to sustain volunteer fire corps. Regarding 
infectious diseases, results of a web survey suggest that governments promote peoples' 
health-protecting behaviors by enhancing their expectation of others doing the same behaviors. This 
was found not only in the East (e.g., Japan) but also in the West.

研究分野：社会心理学、文化心理学

キーワード： 火災　感染症　文化　規範　コミュニティ

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
近年、社会・文化心理学は、人間行動の文化的多様性をローカルな環境への適応と見る視座から理解する試みを
急速に展開している。ただし、適応的な行動が、どのようにして獲得され、集団内で広がり、そして長期的に維
持されるのか、その過程はまだ十分な検討対象となっていない。本研究は、火災と感染症という2種類の脅威へ
の人間の反応に注目したケーススタディである。時系列変化を捉えうるアーカイブデータの分析と、個人の反応
を捉えるWEB調査を組み合わせることで、①脅威への対策行動は必ずしも容易に持続しないこと、②対策行動は
コミュニティ内の社会関係の中で維持されやすくなることなどが示された。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
人間の心理・行動傾向には様々な文化差が見られるが、これをローカルな環境への適応の結果
と見て分析する研究が増えている。例えば、集団主義的な心理傾向に文化差があることは以前か
ら知られていたが（e.g., Hofstede, 1980）、これと環境要因（e.g., 病原体の蔓延しやすさ）の関係
を分析する研究等（e.g., Fincher et al., 2008）が挙げられる。この視座・アプローチにより、国に
よる心理・行動の差異は、単に「どう異なるか」だけでなく、「なぜ異なるのか」「その差異はど
こから来るのか」が理論的・実証的に検討されるようになってきた（e.g., Yuki et al., 2013）。また、
国・民族といった、「文化」を担う単位だと伝統的に目されてきた集合だけでなく、国内の地域
間の差異（e.g., Takemura et al., 2016）や、様々なタイプのコミュニティ（e.g., 農業コミュニティ、
都市的コミュニティ）による差異（e.g., Uchida et al., 2019）、または、時代変化（e.g., Grossmann 
& Varnum, 2015）さえも、共通の理論的枠組みの中で検討されるようになってきた。これは、人
間が示す心理・行動の多様性についての研究の大きな進展と言えよう。 
しかし、環境に対して適応的な心理・行動は、どのようにして獲得され、集団の中で広がり、
そして維持されるのだろうか。従来の研究においては、適応的な心理・行動の獲得・伝播・持続
があたかも「自然と」なされるかのように仮定されてきた。しかし、歴史的に、環境の特徴を理
解しきれなかったり、または環境に潜むリスクを忘れ去ってしまったりして、崩壊してしまった
社会は少なくない（e.g., Diamond, 2005）。また、社会が対処するべき脅威のひとつである自然災
害（e.g., 津波）も、時間の経過とともにその脅威が忘れ去られ、必要な対策が取られなくなる
「風化」が生じることも少なくない（e.g., 矢守, 1996, 2002）。環境に適応的な心理・行動の持続
は自明のことではなく、むしろどのような時にそれが成功するのか、その条件の解明が求められ
る重要な問題である。 
 
２．研究の目的 
脅威への対処に必要な行動はいかにして獲得・維持されるのか。この問いに答えるべく、本研
究では、ケーススタディとして 2 種類の脅威に対する人間の反応を調べた。ひとつが火災であ
る。火災は、集合型の定住生活を送る人間にとって無視できない脅威である。都市での大火は世
界中で歴史的に繰り返されてきた（e.g., 菅原, 2003）。2016年に新潟県糸魚川市で起きた大規模
火災は記憶に新しい。火災は、生命を奪い、または生活の基盤を大きく損傷させる脅威である。
火災を発生させない・被害を大きくしないために、建築・工学的なアプローチや都市計画からの
アプローチが重要であることは論を待たないが、日々の生活の中でのヒューマンエラーから火
災が発生することを考えれば、人々の心理・行動が重要な役割を果たしていることも明らかであ
ろう。 
本研究の注目するもうひとつの脅威は、感染症である。感染症も、人間にとって重大な脅威で
あり続けてきた。人間の心理・行動傾向に感染症がもたらしてきた影響は、進化心理学・文化心
理学の両面から様々に研究されてきた（e.g., Fincher et al., 2008）。本研究では、COVID-19の蔓延
を抑える数々の行動（e.g.,手指の消毒、距離の確保）について、それらの実践を促す要因を調査
した。 
火災と感染症には重要な共通点がある。それは「広がる」という特性である。火災は延焼を起
こすリスクを常に抱えているし、感染症は人から人へ広がっていく。誰かが火災を起こしたり、
感染症に罹ったりすれば、それはその個人だけの問題ではなく、コミュニティの問題となる。こ
の特性のため、コミュニティは、手間のかかる対策行動を個々人が継続的に実践するよう、個々
人に働きかけ、個々人の行動を規制しなければならなくなる。対策の継続的実践は、個々人の心
理・行動の問題であるだけでなく、コミュニティによる社会的統制の問題でもある。本研究は、
この点を重視し、社会・コミュニティ全体の中でいかに対策行動が継続されるかに注目した分析
を行った。 
 
３．研究の方法 
（1）火災研究 1: 火災と対策行動の時系列変化を分析するために、公開されている火災・消防の
統計データを用いた。火災を起こさない・起きても被害を大きくしないためには、日々の対策行
動（e.g., 住宅用火災警報器の適切な設置・点検）が重要だが、その継続的実践は必ずしも容易で
はない（e.g., 村上ほか, 2010, 2011）。火災の脅威が忘却されれば、対策行動が減衰する可能性が
ある。これはいわば、火災と対策行動の影響が双方的であるとの仮説である。すなわち、①対策
行動は、後の火災被害を小さくする（対策→火災被害の影響）だけでなく、②火災被害が小さく
なると、後の対策行動が減衰する（火災被害→対策の影響）というパタンを、本研究では予測し
た。この予測を検証するために、滋賀県の火災・消防の公開統計データを用いた。具体的には、
火災被害のデータとして出火件数や出火による損害額などを用いた。また、地域コミュニティに
よる火災対策行動の一部を表すものとして、消防団員数を用いた。データがカバーした範囲は、
主に 2000～2017年となった。 
（2）火災研究 2: 研究 1 でも注目した消防団は、地域コミュニティの火災被害をどのようにし



て抑制するのだろうか。火災現場での消火活動への貢献も考えられるが、本研究では、日常生活
の中での防火行動に注目した。特に、消防団員本人ではなく、消防団員から非団員へ、日常の防
火行動が伝播する可能性に注目した。この可能性を検討するため、クラウドソーシング・サイト
で参加者を募集するWEB調査を実施し、身近な範囲に消防団員がいることと、日常の防火行動
の相関関係を分析した。 
（3）感染症研究: 感染対策行動（e.g., 手指の消毒、距離の確保、会食の制限）のひとつひとつ
はさほどのコストがかからないとしても、常に注意をはらい、継続的に実践することは容易では
ない。対策の必要な期間が長引けば長引くほど、「少しくらいなら」と、警戒を緩めた行動が生
じることもあろう。しかし、そうした警戒のほころびから、一定の確率で感染が生じる。そして
人から人にうつる感染症は、そうしたほころびから社会全体へ広がっていく。そのため、感染は
個人の問題ではなく社会全体の問題となり、社会全体での行動規制が求められることとなる。本
研究では、こうした行動規制がどのようにして個々人の行動に影響するのか、そのプロセスを検
討した。注目したのは、逸脱行動に対する制裁の役割である。特定の行動（e.g., 会食しないこ
と）が社会的に推奨され、それに反した行動を取った者が何らかの制裁（e.g., 社会的評判の低
下、政府による罰金徴収）を受ける場合、逸脱は減少すると予測される。ただ、逸脱が減少する
のは、制裁がもたらすインセンティブ（i.e., 制裁により被る損）の直接的な影響だとは限らない。
その他に、制裁が存在することで、「他者が違反しなくなる」との期待が高まり、その期待のも
とに、自らも違反しなくなるという間接的な影響も考えられる。これは、社会的ジレンマの文脈
で数々の研究によって示された条件付き協力行動（e.g., Kurzban & Houser, 2005）と通じるもので
ある。人間は、必ずしも自己利益の最大化に動機づけられてはおらず、周囲の他者が協力するな
ら協力するという行動パタンを示す。この観点に立つ場合、制裁の持つ機能に、直接的なインセ
ンティブの提供だけでなく、「他者の行動を予測しやすくする」ことが含められる。本研究では、
この観点に立ち、①新型コロナ（COVID-19）感染対策行動と、「違反者は制裁を受ける」と感じ
ていることが相関するか、また、相関する場合、②その相関が「他者は感染対策行動を取ってい
る」という知覚に媒介されるかを検討した。この検討のために、日本・韓国・香港・イギリス・
アメリカでWEB調査を実施した。 
 
４．研究成果 
（1）火災研究 1の成果 
 滋賀県の火災・消防統計の時系列データを分析した結果、火災被害と消防団の双方向的な関係
が確認された。図 1に、出火による損害額と消防団員数の関係を分析した結果を示す。なお、分
析に際しては、滋賀県全体を 12 のエリアに分割し、エリアをレベル 2、年をレベル 1とするマ
ルチレベル分析を行った。分析の結果、ある年の消防団員数は、後の損害額と負の関係を持って
いた（図 1A）。これは、消防団員が増えれば後の損害額が低くなり、消防団員が減ると後の損害
額が高くなるパタンを示しており、消防団が火災被害を抑える効果を持つことを示唆している。
一方、ある年の損害額は、後の消防団員数と正の関係を持っていた（図 1B）。これは、出火によ
る損害額が低くなると後に消防団員が減り、逆に、損害額が高くなると後に消防団員が増えるパ
タンを示している。このパタンは、被害の記憶が風化し、対策の必要性が忘れ去られることで生
じるパタンと解釈できる。 

 
ただし、どこの地域でもそうした風化が一様に生じるわけでないことも、同じデータの分析か
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ら確認できた。損害額だけでなく出火件数や焼損床面積なども後の消防団員数と正の相関を持
つことがわかったが、これらの相関の強さはエリアによって異なっていた。特に出火件数につい
ては、常備消防の充実度によって、消防団員数との関連が変化することが確認された。具体的に
は、消防職員が多いエリア（常備消防が充実しているエリア）では、①消防団員数が後の出火件
数と持つ負の相関が弱くなるとともに、②出火件数が後の消防団員数と持つ正の相関が強くな
っていた（いわば、風化しやすくなっていた）。この結果から、ひとつの可能性として、常備消
防の提供する「安心」が、火災対策としての消防団の必要性を風化させやすくしていることが考
えられる。 
（2）火災研究 2の成果 
 クラウドソーシング・サイトで実施した WEB 調査で、日常生活での防火行動 23 項目（e.g., 
「寝具やカーテンの近くにストーブを置かない」）をどの程度実践しているか回答を求めた。こ
の方法で測定された防火行動は、知り合い（家族・友人などを含む）に消防団員を持つ参加者に
おいて、消防団員の知り合いがいない参加者や、消防団が何かを知らない参加者よりも高かった。
同様に、防火・防災製品（e.g., 「ホコリ防止電源タップ」）を自宅で使用している度合いも、知
り合いに消防団員がいる場合に高かった。また、これら防火行動は、消防団員とよく会話してい
る場合（近い過去に会話していた場合）に、高くなる傾向があった。以上の結果から、消防団員
が、非消防団員による日常的な防火行動を促進している可能性がうかがわれる。 
（3）感染症研究の成果 
日本・韓国・香港・イギリス・アメリカでWEB調査を行った結果、いずれにおいても、感染
対策行動と制裁に関連が見られた。具体的には、行動指針（e.g., 他者と距離を確保すること）に
従わない者に対して政府から制裁がくだされると感じている参加者ほど、感染対策行動を実践
していた。そして、この相関関係は、「他者は感染対策行動を取っている」という知覚に媒介さ
れていた。すなわち、行動指針逸脱者に制裁があると感じている場合に、参加者は「他者は感染
対策行動を取っている」と感じ、そして自らも感染対策行動を実践していた。この間接効果は東
アジア（日本・韓国・香港）において英米より強く見られたが、英米においても有意であった。
また、政府からの制裁だけでなく、逸脱者が受ける社会的制裁（評判の失墜）も、同様の間接効
果を感染対策行動に対して持っていた。以上の結果は、次の重要な 2つの示唆を与えるものであ
る。ひとつは、人間行動の頻度依存性で、感染対策行動においても、人間は他者の行動の影響を
受けるものと考えられる。もうひとつが、その頻度依存性から生じるマクロな現象についての示
唆である。上述のとおり、感染はマイクロな（個人の）問題であるだけでなくマクロな（社会全
体の）問題でもあり、個々人の行動を制御することの必要性を高める。ただし、そうした制御は、
罰などによる「力ずく」である必要はないのかもしれない。個々人の行動が制御されずに混乱し
ている状態は、少なくとも部分的には、「他者がどうするつもりか分からないので、自分もどう
したらいいか分からない」という混乱なのかもしれない。この場合必要なのは、コーディネーシ
ョン問題の解決であり、すなわち共通知識の確立である（Chwe, 2001）。もっとも、全ての者が
条件付き協力者であるわけではない。一部の「根っからのフリーライダー」が社会全体にもたら
す影響もあろうことから、純粋にコーディネーション問題の解決だと見ることもできない。個人
の行動の多様性も視野に入れた、マイクロ・マクロ関係の詳細な分析が必要である。 
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